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地方公務員給与に関する樽床総務相の見解について
（11/2記者会見での発言要旨）
11月1日に各新聞に掲載された「地方公務員給与が国家公務員給与を上回っている」等の報道について、樽床総務相は11月2日の記者会見で以下のように見解を示していますので情報提供いたします。
【11月2日樽床総務相記者会見要旨】
（１）ラスパイレス指数に関して
○ラスパイレス指数として106.9という数字まで財務省の審議会から出ているという報道について、憤りを感じている。
○国家公務員は今年から2年間に限定して震災対応のため平均7.8%給与を引き下げた。今年春の段階ではラスパイレス指数は100を切っていたわけであって、その分（国家公務員が7.8%下げた分）だけ逆転したということ。臨時的な措置の数字と通常の数字を並べているものである。
○公式なラスパイレス指数は、総務省としては、現在算定中であり、そういう段階でラスパイレス指数に対して権限のない役所から勝手な数字を出されて、しかも臨時的なものと恒久的なものをがっちゃんこして世論をリードするというのは甚だ不適切だ。
（２）交付税等について
（「年末の予算編成に向けて地方公務員給与、交付税削減につなげて、風当たりは厳しくなると思うが、こうした論議に大臣はどのように向き合われるか」との質問に対して）
○地域主権であるから地方自治体全体の一般財源総額というものをしっかり確保しなければならない。
○国は一般歳出の７１兆円は前年並みに維持していく方針でずっとやってきた。地方自治体においても、自治体が自分たちで使えるお金としての一般財源総額をしっかり維持していく。地方だけは自由に使えるお金が減っていくということはあってはならない。
○一般財源総額を構成するのは地方の税収と交付税であり、地方の税収がそのままであれば、交付税を下げれば一般財源総額が維持できない。切る方向の発想ばかりでなくて、地方交付税が少なくても済むようにするためには、地方は活性化をして、地方の税収が上がるということになれば、おのずと交付税の額は下がる。そういう前向きな議論をしっかりするべきであって、初めから査定で切って押さえ込めばいいという発想であれば、どんどん縮小均衡にしかいかない。
○財政当局の、常に縮小均衡に向かうという発想は、今、政権の中でもそれでいいのかというご意見も多々あり、トータルの議論をしたいと思っている。
（３）これまでの地方での取り組みと今後について
（「給与カットについて地方に自主的に取り組み任せるだけではなかなか進まないと思うが、このあたりについてはどのようにお考えか」との質問に対して）
○これまで国の給与はほとんど下がってこなかった。一方地方自治体は国に先駆けてかなりの削減をしてきている経緯がある。
○自治体の中には、かなりの給与削減をしてきた自治体もあれば、そこまででもない自治体もあり、幅がある。そういう幅があるのを判断しながら、それぞれの自治体が自分たちの意思で対応してもらうことを期待している。1700以上の自治体を同列に扱うという発想は、元来、地域主権の発想から外れていると思う。
